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（参考：改正後全文）

障 発 第 １ ０ ３ １ ０ １ １ 号

平 成 １ ８ 年 １ ０ 月 ３ １ 日

一 部 改 正

障 発 第 0 3 3 1 0 3 3 号

平 成 ２ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日

一 部 改 正

障 発 第 号

平 成 ２ １ 年 月 日

都 道 府 県 知 事

各 指 定 都 市 市 長 殿

児童相談所設置市市長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

児童福祉法に基づく指定施設支援に要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

児童福祉法に基づく指定施設支援に要する費用の額の算定に関する基準（平

成18年厚生労働省告示第557号）については、本年９月29日に公布され、10月

１日から施行されたところであるが、この実施に伴う留意事項は下記のとおり

であるので、その取扱いに遺憾のないよう関係者に対し、周知徹底を図られた

い。

記
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第一 届出手続の運用

１．届出の受理

届出書類の受取り（１）

指定知的障害児施設、指定第一種自閉症児施設、指定第二種自閉症児

施設、指定知的障害児通園施設、指定盲児施設、指定ろうあ児施設、指

定難聴幼児通園施設、指定肢体不自由児施設、指定肢体不自由児通園施

設、指定肢体不自由児療護施設及び指定重症心身障害児施設（以下「指

定知的障害児施設等」という ）側から統一的な届出様式及び添付書類。

により一件書類の提出を受けること。ただし、同一の敷地内において複

、 。数種類の指定知的障害児施設等を運営する場合は 一括提出も可とする

要件審査（２）

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を

求めること。この要件審査に要する期間は原則として２週間以内を標準

とし、遅くても概ね１月以内とすること（相手方の補正に要する時間は

除く 。）

届出の受理（３）

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。

届出に係る加算等の算定の開始時期（４）

（ 。 ）届出に係る加算等 算定される単位数が増えるものに限る 以下同じ

については、利用者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎

月15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合に

翌々月から、算定を開始するものとすること。

２．届出事項の公開

届出事項については、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市を含

む。以下同じ ）において閲覧に供するほか、指定知的障害児施設等に。
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おいても利用料に係る情報として施設内で掲示すること。

３．届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的

な調査を行うこと。

４．事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の

届出の取扱い

事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判（１）

明し、所要の指導の上、なお改善がみられない場合は、当該届出の受理

の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこ

とになるため、加算等については、当該加算等全体が無効となるもので

あること。当該届出に関してそれまで受領していた障害児施設給付費は

不当利得になるので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当

な届出をした指定知的障害児施設等に対しては、厳正な指導を行い、不

正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪質な場合には、指定の取消し

をもって対処すること。

また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは（２）

当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな

るので返還措置を講ずること。

５．加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

指定知的障害児施設等の体制について加算等が算定されなくなる状況

が生じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、

速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等

が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わない

ものとする。また、この場合において届出を行わず、当該算定につい

て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた障害児施設給付
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費は不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然であ

るが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

６．施設給付決定保護者等に対する利用料の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を都道府県へ返還することとなった指定知

的障害児施設等においては、都道府県への返還と同時に、返還の対象

となった障害児施設給付費に係る施設給付決定保護者（加齢児につい

ては障害児本人。以下「施設給付決定保護者等」という ）が支払った。

利用料の過払い分を、それぞれの施設給付決定保護者等に返還金に係

る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては施設給

付決定保護者等から受領書を受け取り、当該指定知的障害児施設等に

おいて保存しておくこと。

第二 児童福祉法に基づく指定施設支援に要する費用の額の算定に関する基準

別表障害児施設給付費単位数表（平成18年厚生労働省告示第557号。以下

「報酬告示」という ）に関する事項。

１．算定上の端数処理等について

単位数算定の際の端数処理（１）

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らか

の割合を乗ずる計算に限る ）を行う度に、小数点以下の端数処理（四。

捨五入）を行って行くこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗

じていく計算になる。

指定知的障害児通園施設（入所定員が41人以上50人以下で578単位）（例）

・地方公共団体の設置する施設の場合 所定単位数の965/1000

578×965/1000＝557.77 → 558単位

・定員超過利用による減算がかかる場合 所定単位数の70％

558×0.70＝390.6 → 391単位

。※ 578×965/1000×0.70＝390.439として四捨五入するのではない
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なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コ

ードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単

位数（整数値）である。

金額換算の際の端数処理（２）

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点以

下）の端数については「切り捨て」とする。

上記①の事例で、このサービスを月に２２回提供した場合（定員（例）

を常に超過している場合、地域区分は１級地）

・391単位×22回＝8,602単位

・8,602単位×11.05円＝95,052.1円 → 95,052円

２．指定施設支援相互の算定関係及び障害福祉サービスとの算定関係について

障害児施設給付費については、同一時間帯に複数の指定施設支援に係る

報酬を算定できないものであること。また、同様に、同一時間帯に児童福

祉法に基づく指定施設支援と、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービ

スに係る報酬を算定することはできない。

例えば、入所による指定施設支援に係る報酬については、１日当たりの

支援に必要な費用を包括的に評価していることから、入所による指定施設

支援を受けている障害児が当該入所施設から通所施設（通所による指定施

設支援を提供する指定肢体不自由児施設を含む。以下同じ ）や児童デイ。

サービスへ通うことについては、それらの指定施設支援や障害福祉サービ

スに係る所定単位数は算定できない。

また、通所による指定施設支援の報酬を算定した場合、居宅介護の報酬

については当該通所による指定施設支援と同一時間帯でない限りにおいて

算定可能であるが、同一日に他の通所による指定施設支援や、児童デイサ

ービスの報酬は算定できない。

３．通所施設に係るサービス提供時間について

通所施設に係る報酬の算定に当たっては、当該通所施設による送迎時
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間を含めたものがサービス提供時間として設定されるものであって、指定

知的障害児通園施設等にあっては原則として１日につき８時間とするが、

その提供時間については、個々の障害児に対するアセスメントを行うこと

を通じて、障害児ごとの施設支援計画を作成するとともに、当該施設支援

計画に沿ったサービスを提供する上で必要となるサービス提供時間が確保

される必要があること。

なお、サービス提供時間については、各指定知的障害児通園施設、指

定難聴幼児通園施設、指定肢体不自由児通園施設、通所による指定施設支

援を行う指定肢体不自由児施設ごとに作成する運営規程においてあらかじ

め定めておく必要があるとともに、サービスの提供開始に当たって、施設

給付決定保護者等に事前に十分説明を行う必要があること。

４．定員規模別単価の取扱いについて

指定知的障害児施設支援（指定第一種自閉症児施設において行う場合

を除く 、指定知的障害児通園施設支援、指定盲ろうあ児施設支援及び指）

定肢体不自由児施設支援（指定肢体不自由児療護施設において行う場合に

限る ）については、運営規程に定める入所定員の規模に応じた報酬を算。

定する。

５．小規模加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注２又は第３の１の注２の小規模加算は、指定知

的障害児施設、指定第二種自閉症児施設、指定盲児施設又は指定ろうあ児

施設において、指定施設基準に定める員数に加え、専ら当該施設の職務に

従事する児童指導員又は保育士を１名以上配置しているものとして都道府

県知事に届け出た施設について加算することとしているが、指定知的障害

児施設又は指定第二種自閉症児施設にあっては定員 人以下、指定盲児30

施設又は指定ろうあ児施設にあっては定員 人以下の場合に対象となる35

ものであること。
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６．職業指導員加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注３又は第３の１の注３の職業指導員加算は、職業

指導設備を有する指定知的障害児施設、指定第二種自閉症児施設、指定盲

、 、児施設又は指定ろうあ児施設において 指定施設基準に定める員数に加え

専ら当該施設の職務に従事する職業指導員を１名以上配置しているものと

して都道府県知事に届け出た施設について加算することとしているが、こ

の職業指導員の取扱いについては、従来と同様に職業指導の対象障害児数

が極端に少ないもの（児童指導員又は保育士の１人当たりの受持数に満た

ない場合）は加算できないものであること。

７．重度知的障害児支援加算等の取扱いについて

報酬告示第１の１の注４の重度知的障害児支援加算、第３の１の注４

及び注５の重度盲ろうあ児支援加算又は第４の１の注４の重度肢体不自由

児支援加算については、重度障害児の保護指導に必要な経費を評価するも

のであることから、当該加算の目的に従って支出するものとする。

８．重度重複障害児加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注５、第３の１の注６又は第４の１の注５の重度

重複障害児加算については、加算の認定に当たり、専門的な知見が必要と

認められる場合には児童相談所長の意見を聴くこととされたい。また、重

度重複障害児加算は、重度重複障害児を支援するために加算される経費で

あることから、当該加算の目的に従って支出するものとする。

９．強度行動障害児特別支援加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注６の強度行動障害児特別支援加算については、

対象となる障害児は１人からでも加算をすることは可能であるが、その場

合でも、設備及び職員配置基準等を満たす必要があること。

また、当該加算の算定を開始した日から起算して９０日以内の期間に

ついて、さらに７００単位を加算することができることとしているが、こ
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れは重度の行動障害を有する障害児が、入所の初期段階において、環境の

変化等に適応するため特に手厚い支援を要することを評価したものであ

り、当該期間中における対象となる障害児に応じた必要な職員を配置する

ものであること。

なお、特別処遇期間は１人につき、３年間を限度とする継続した施設

支援計画に基づき行うものであるが、その計画期間内においても、随時、

障害の軽減が十分図られた時点で本加算は算定しないものであること。

同加算は、行動障害の軽減を目的として各種の指導・訓練を行うもの

、 、 。であり 単に 職員を加配するための加算ではないことにも留意されたい

10．心理担当職員配置加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注８、第３の１の注９又は第４の１の注７の心理

担当職員配置加算は、指定知的障害児施設、指定第二種自閉症児施設、指

定盲児施設、指定ろうあ児施設又は指定肢体不自由児療護施設において、

指定施設基準に定める員数に加え、専ら当該施設の職務に従事する心理担

当職員を１名以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た施設に

ついて加算するものであること。

11．看護師配置加算の取扱いについて

報酬告示第１の１の注９又は第３の１の注１０の看護師配置加算は、

指定知的障害児施設、指定盲児施設又は指定ろうあ児施設において、指定

施設基準に定める員数に加え、専ら当該施設の職務に従事する看護師を１

名以上配置しているものとして都道府県知事に届け出た施設について加算

するものであること。

12．幼児加算の取扱いについて

報酬告示第２の１の注２又は第４の１の注２の幼児加算については、肢

体不自由児施設支援で算定が認められるのは、相互利用制度により指定施

設支援を受ける幼児である知的障害児に限るものであること。
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13．定員超過に該当する場合の所定単位数の算定について

① 対象となる指定施設支援

児童福祉法に基づく指定施設支援（肢体不自由児施設支援又は重症

心身障害児施設支援であって、指定医療機関において行うものを除

く ）。

② 算定される単位数

所定単位数の100分の70とする。なお、当該所定単位数は、各種加

算がなされる前の単位数とし、各種加算を含めた単位数の合計数の100

分の70となるものではないことに留意すること。

③ 指定知的障害児施設等の入所定員を上回る障害児を利用させている

いわゆる定員超過利用について、原則、次の範囲の定員超過利用につ

いては、適正なサービスの提供が確保されることを前提に可能とする

一方、これを超える定員超過利用については、厚生労働大臣が定める

障害児の数の基準及び障害児施設給付費の算定方法（平成18年厚生労

働省告示第566号）の規定に基づき、障害児施設給付費の減額を行う

こととしているところであるが、これは適正なサービスの提供を確保

するための規定であり、指定知的障害児施設等は、当該範囲を超える

過剰な定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。

④ 通所による指定施設支援における定員超過利用減算の具体的取扱い

１日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い（一）

ア 入所定員50人以下の通所施設の場合１日の障害児の数（児童福

祉法第27条第１項第３号の措置により入所している児童の数を含

む。以下この から まで及び⑤において同じ ）が、入所定（一） （二） 。

員に100分の150を乗じて得た数を超える場合に、当該１日につい

て障害児全員につき減算を行うものとする。

イ 入所定員51人以上の通所施設の場合

１日の障害児の数が、入所定員に当該入所定員から50を差し引

いた数に100分の25を乗じて得た数に、25を加えて得た数を超え
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る場合に、当該１日について障害児全員につき減算を行うもの

とする。

過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い（二）

直近の過去３月間の障害児の延数が、入所定員に開所日数を乗

じて得た数に100分の125を乗じて得た数を超える場合に、当該

１月間について障害児全員につき減算を行うものとする。

ただし、定員11人以下の場合は、過去３月間の障害児の延べ数

が、定員の数に３を加えて得た数に開所日数を乗じて得た数を

超える場合に、当該1月間について障害児全員につき減算を行う

ものとする。

入所定員30人、１月の開所日数が22日の通所施設の場合（ ）例

30人×22日×３月＝1,980人

1,980日×1.25＝2,475人（受入可能延べ障害児数）

※ ３月間の総延べ障害児数が2,079人を超える場合に減算

となる。

⑤ 入所による指定施設支援における定員超過利用減算の具体的取扱い

１日当たりの利用実績による定員超過利用減算の取扱い（一）

ア 入所定員50人以下の入所施設の場合

１日の障害児の数が、入所定員に100分の110を乗じて得た数

を超える場合に、当該１日について障害児全員につき減算を行う

ものとする。

イ 入所定員51人以上の入所施設の場合

１日の障害児の数が、入所定員に当該入所定員から50を差し引

いた数に100分の５を乗じて得た数に、５を加えて得た数を超え

る場合に、当該１日について障害児全員につき減算を行うもの

とする。

過去３月間の利用実績による定員超過利用減算の取扱い（二）

直近の過去３月間の障害児の延数が、入所定員に開所日数を乗じ

て得た数に100分の105を乗じて得た数を超える場合に、当該１月間
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について障害児全員につき減算を行うものとする。

入所定員50人の施設の場合（ ）例

（50人×31日）＋（50人×30日）＋（50人×31日）

＝4,600人

4,600人×105％＝4,830人（受入可能延べ障害児数）

※ ３月間の総延障害児数が4,830人を超える場合に減算

となる。

⑥ 障害児の数の算定に当たっての留意事項

（一） ）④及び⑤における障害児の数の算定に当たっては 次の から、 （二

までに該当する入所児童を除くことができるものとする。

また、計算の過程において、小数点以下の端数が生じる場合につい

ては、小数点以下を切り上げるものとする。

災害等やむを得ない事由により入所児童を受け入れる場合（一）

就労等により、指定知的障害児施設を退所した後、離職等やむ（二）

を得ない事由により再度指定施設支援の利用を希望する障害児を

緊急避難的に受け入れた場合

⑦ 都道府県知事（指定都市及び児童相談所設置市の市長を含む。以下

同じ ）は減算の対象となる定員超過利用が行われている指定知的障。

害児施設等に対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導

に従わず、当該定員超過利用が継続する場合には、特別な事情がある

場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

14．入院・外泊時加算の取扱いについて

報酬告示第１の２、第３の２又は第４の２の入院・外泊時加算につい（一）

ては、入院又は外泊の期間は初日及び最終日は含まないので、連続して

13泊の入院又は外泊を行う場合は、12日と計算されること。

また、１月間に、入院又は外泊を複数回繰り返す場合であっても、12

日の範囲内で入院・外泊時加算の算定は可能であること。

入所定員が60人以下の施設の場合( 例 )



- 12 -

入院又は外泊期間：３月１日～14日（14日間）

・３月１日 入院又は外泊の開始 ・・・所定単位数を算定

・３月２日～３月９日（８日間） ・・・１日につき320単位を

算定可

・３月10日～３月13日（４日間） ・・・１日につき160単位を

算定可

・３月14日 入院又は外泊の終了 ・・・所定単位数を算定

障害児の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院・外泊時加算の算定期（二）

間中にあっては、当該障害児が使用していたベッドを他のサービスに利

用することなく空けておくことが原則であるが、施設給付決定保護者等

の同意があれば、そのベッドを短期入所サービスに活用することは可能

であること。ただし、この場合に、入院・外泊時加算は算定できないこ

と。

入院・外泊時加算の算定に当たって、１回の入院又は外泊で月をまた（三）

がる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月間

まで入院・外泊時加算の算定が可能であること。この場合、２月目及び

３月目については、当該月の1日から最大12日まで算定できるものとす

る。

月をまたがる入院又は外泊の場合（入所定員が60人以下の施設( 例 ）

の場合）

入院期間：１月19日～３月29日

・１月19日 入院・・・所定単位数を算定

・１月20日～１月27日（８日間 ・・・１日につき320単位を）

算定可

・１月28日～１月31日（４日間 ・・・１日につき160単位を）

算定可

・２月１日～２月８日（８日間 ・・・１日につき320単位を）

算定可

・２月９日～２月12日（４日間 ・・・１日につき160単位を）
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算定可

・３月１日～３月８日（８日間 ・・・１日につき320単位を）

算定可

・３月９日～３月12日（４日間 ・・・１日につき160単位を）

算定可

・３月29日 退院・・・所定単位数を算定

15．自活訓練加算の取扱いについて

報酬酬告示第１の３の自活訓練加算については、障害児に対し、地域で

の自立生活に必要な基本的生活の知識・技術を一定期間集中して個別的指

導を行うものであり、単に施設内における業務軽減のために使われること

のないよう、①個人生活指導、②社会生活指導、③職場生活指導、④余暇

の利用指導について180日間の居宅生活移行計画を作成し、自活訓練に当

たること。

また、１施設当たりの対象者数に制限を設けないが、事業の効果を上げ

るため、あらかじめ６ヶ月程度の個別訓練を行うことによって地域で自活

することが可能と認められる障害児が対象者であることに留意すること。

自活訓練の実施時期については、養護学校等の卒業後の進路に合わせて

設定するなどの配慮を行うこと。なお、自活訓練支援を開始後３年目以降

（措置費における知的障害児自活訓練事業を実施していた期間を含む）に

ついて、過去２か年度の訓練終了者のうち１人以上が退所していない場合

は、その翌年度及び翌々年度は算定できない。

この事業の実施にあたっては、訓練期間中から対象者が就労退所した後

の地域での居住の場の確保に留意するとともに、家族の協力はもちろんの

こと事業主、養護学校、公共職業安定所、福祉事務所等の関係機関との連

携を密にし、対象者が円滑に地域生活移行できるよう万全の配慮をするこ

と。

また、２つの単位を設定した趣旨は、同一敷地内に居住のための場所を

確保できない施設についても、同一敷地外に借家等を借り上げることによ
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り、事業を実施できるように配慮したものであり、その様な場合には、緊

急時においても迅速に対応できる範囲内において、居住のための場所を確

保すること。

なお、都道府県に対し届出があり、適当と認められた施設において自活

訓練を受けた場合に加算を算定できるものとする。

16．入院時特別支援加算の取扱いについて

報酬告示第１の４、第３の５又は第４の５の入院時特別支援加算につい

ては、長期間に渡る入院療養又は頻回の入院療養が必要な障害児に対し、

指定知的障害児施設等の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の

、 、被服等の準備や障害児の相談支援など 日常生活上の支援を行うとともに

退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整

を行った場合に、 月の入院日数の合計数（入院の初日及び最終日並びに1

入院外泊時加算が算定される期間を除く ）に応じ、加算する。。

また、報酬告示第１の４、第３の５又は第４の５のイが算定される場合

にあっては少なくとも１回以上、第１の４、第３の５又は第４の５のロが

算定される場合にあっては少なくとも２回以上病院又は診療所を訪問する

必要があること。なお、入院期間が４日以上の場合であって、病院又は診

療所への訪問回数が１回である場合については、第１の４、第３の５又は

第４の５のイを算定する。

17．長期入院等支援加算

① 報酬告示第１の２の２、第３の２の２又は第４の２の２の長期入院等

支援加算については、障害児が14の入院・外泊時加算が算定される期間を

超えて入院・外泊した際、入院にあっては指定知的障害児施設等の従業者

が、特段の事情（利用者の事業により、病院又は診療所を訪問することが

できない場合を主として指すものであること ）のない限り、原則として。

１週間に１回以上、病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備

や障害児の相談支援など、日常生活上の支援を行い、入院以外の外泊にあ
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っては、家族等との連絡調整や交通手段の確保等を行った場合、入院又は

外泊期間（入院又は外泊の初日及び最終日並びに入院・外泊時加算が算定

される期間を除く ）について、１日につき所定単位数を算定するもので。

あること。

② 入院・外泊の際に支援を行った場合は、その支援の内容を記録してお

くこと。また、入院の場合において、①の特段の事情により訪問ができな

くなった場合については、その具体的な内容を記録しておくこと。

③ 長期入院等支援加算の算定に当たって、1回の入院又は外泊で月をまた

がる場合は、当該加算を算定できる期間の属する月を含め、最大３月間ま

で、長期入院等支援加算の算定が可能であること。

④ 長期入院等支援加算は、入院・外泊時加算を12日間算定した場合に算定

できるものであること。ただし、入院・外泊時加算が算定できない月にあ

ってはこの限りではないが、その場合、当該月の日数から12日を控除した

日数を限度として算定できるものであること。

⑤ 障害児の入院又は外泊の期間中で、かつ、長期入院等支援加算の算定期

間中にあっては、当該障害児が使用していたベッドを他のサービスに利用

、 、することなく空けておくことが原則であるが 当該家族等の同意があれば

。 、そのベッドを短期入所サービスに活用することが可能であること ただし

この場合、長期入院等支援加算は算定できないこと。

⑥ 長期入院等支援加算は、16の入院時特別支援加算を算定する月について

は算定できないこと。この場合にあって、最初の1月目で入院時特別支援

加算を算定した場合にあっても、1回の入院における２月目以降の月につ

いて、長期入院等支援加算を算定することは可能であること。

18．福祉専門職員配置等加算の取扱いについて

報酬告示第１の５、第２の６、第３の８、第４の８又は第５の２の福祉専

門職員配置等加算については、以下のとおり取扱うこととする。

福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）（一）

指定基準の規定により配置することとされている直接処遇職員として常
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勤で配置されている従業者の総数のうち、社会福祉士又は介護福祉士であ

る従業者の割合が100分の25以上であること。

なお 「常勤で配置されている従業者」とは、正規又は非正規雇用に係、

わらず、各事業所において定められる常勤の従業者が勤務すべき時間数に

達している従業者をいう （ 二）において同じ ）。（ 。

福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）（二）

次のいずれかに該当する場合であること。

ア 直接処遇職員として配置されている従業者の総数（常勤換算方法

により算出された従業者数をいう ）のうち、常勤で配置されている。

従業者の割合が100分の75以上であること。

イ 直接処遇職員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以

上従事している従業者の割合が100分の30以上であること。

なお、イ中「３年以上従事」とは、加算の申請を行う前月の末日時

点における勤続年数とし、勤続年数の算定に当たっては、当該事業所

における勤続年数に加え同一法人の経営する他の障害者自立支援法に

定める障害福祉サービス事業（障害者自立支援法附則第２１条第１項

に規定する特定旧法指定施設を含む）及び精神障害者生活訓練施設、

精神障害者授産施設、精神障害者福祉ホーム、小規模通所授産施設、

地域生活支援事業の地域活動支援センター等の事業、障害者就業・生

活支援センター、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に

直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとす

る。

また、当該勤続年数の算定については、非常勤で勤務していた期間

も含めることとする。

19．地域移行加算の取扱いについて

報酬告示第１の６、第３の９、第４の９又は第５の３に規定する地（一）

域移行加算の注中、退所前の相談援助については、入所期間が１月を

超えると見込まれる障害児の居宅生活（１８歳以上の入所者について
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は、福祉ホーム又は共同生活援助若しくは共同生活介護を行う共同生

活住居における生活を含む。以下同じ ）に先立って、退所後の生活に。

関する相談援助を行い、かつ、障害児が退所後生活する居宅を訪問し

て退所後の生活について相談援助及び連絡調整を行った場合に、入所

中１回に限り加算を算定するものである。

また、障害児の退所後30日以内に当該障害児の居宅を訪問し、当該

障害児及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後１回

を限度として加算を算定するものである。

地域移行加算は退所日に算定し、退所後の訪問相談については訪問（ 二 ）

日に算定するものであること。

、 、（ 三 ） 地域移行加算は 次のアからウまでのいずれかに該当する場合には

算定できないものであること。

ア 退所して病院又は診療所へ入院する場合

イ 退所して他の社会福祉施設等へ入所する場合

ウ 死亡退所の場合

地域移行加算の対象となる相談援助を行った場合は、相談援助を行（ 四 ）

った日及び相談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。

、 。（ 五 ） 地域移行加算に係る相談援助の内容は 次のようなものであること

ア 退所後の障害福祉サービスの利用等に関する相談援助

イ 食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する相談援助

ウ 退所する障害児の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上

を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

エ 住宅改修に関する相談援助

オ 退所する障害児の介護等に関する相談援助

退所前の相談援助に係る加算を算定していない場合であっても、退（ 六 ）

所後の訪問による相談援助を行えば、当該支援について加算を算定で

きるものであること。

20．家庭連携加算の取扱いについて
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報酬告示第２の２、第３の３又は第４の３の家庭連携加算については、

指定知的障害児通園施設、指定難聴幼児通園施設、指定肢体不自由児通園

施設又は通所による指定施設支援を行う指定肢体不自由児施設（以下「指

定知的障害児通園施設等」という ）において、障害児の施設給付決定保。

護者に対し、障害児の健全育成を図る観点から、あらかじめ施設給付決定

保護者の同意を得た上で、障害児の居宅を訪問し、障害児及びその家族等

に対する相談援助等の支援を行った場合に、１回の訪問に要した時間に応

じ、算定するものであること。

なお、保育所又は学校等（以下「保育所等」という ）の当該障害児が。

長時間所在する場所において支援を行うことが効果的であると認められる

、 、場合については 当該保育所等及び施設給付決定保護者の同意を得た上で

当該保育所等を訪問し、障害児及びその家族等に対する相談援助等の支援

を行った場合には、この加算を算定して差し支えない。この場合、当該支

援を行う際には、保育所等の職員（当該障害児に対し、常時接する者）と

の緊密な連携を図ること。

21．訪問支援特別加算の取扱いについて

報酬告示第２の３、第３の４又は第４の４の訪問支援特別加算について

は、指定知的障害児通園施設等の利用により、障害児の安定的な日常生活

を確保する観点から、概ね３ヶ月以上継続的に当該指定知的障害児通園施

設等を利用していた障害児が、最後に当該指定知的障害児通園施設等を利

用した日から中５日間以上連続して当該指定知的障害児通園施設等の利用

がなかった場合に、あらかじめ障害児の保護者の同意を得た上で、障害児

の居宅を訪問し、家族等との連絡調整、引き続き指定知的障害児通園施設

等を利用するための働きかけ、当該障害児に係る施設支援計画の見直し等

の支援を行った場合に、算定するものであること。なお、この場合の「５

日間」とは、当該障害児に係る通所予定日にかかわらず、開所日で５日間

をいうものであることに留意すること。

なお、所要時間については、実際に要した時間により算定されるのでは
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なく、施設支援計画に基づいて行われるべき指定施設支援に要する時間に

基づき算定されるものであること。

また、この加算を１月に２回算定する場合については、この加算の算定

後又は指定知的障害児通園施設等の利用後、再度５日間以上連続して指定

知的障害児通園施設等の利用がなかった場合にのみ対象となるものである

こと。

22．食事提供加算の取扱いについて

報酬告示第２の４､第３の６又は第４の６の食事提供加算については､当

該施設内の調理室を使用して原則として施設が自ら調理し､提供されたも

のについて算定するものであるが、食事の提供に関する業務を当該施設の

最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。ただし、当該調

理委託が行えるのは施設内の調理室を使用して調理させる場合に限り、施

設外で調理し､搬入する方法は認められないものであること。また､出前の

方法や市販の弁当を購入して、障害児に提供するような方法も認められな

い。

なお、１日に複数回食事の提供をした場合の取扱いについては、当該加

算がその食事を提供する体制に係るものであることから、複数回分の算定

はできない。ただし、特定費用としての食材料費については、複数食分を

施設給付決定保護者から徴収して差し支えないものである。

23．利用者負担上限額管理加算の取扱いについて

報酬告示第２の５、第３の７又は第４の７の利用者負担上限額管理加算

、「 」 、 、の注中 施設利用者負担額合計額の管理を行った場合 とは 利用者が

利用者負担合計額の管理を行う指定知的障害児通園施設等以外の障害福祉

サービスを受けた際に、上限額管理を行う事業所等が当該施設給付決定保

護者等の負担額合計額の管理を行った場合をいう。

なお、負担額が負担上限額を実際に超えているか否かは算定の条件とし

ない。
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24．栄養士配置加算の取扱いについて

報酬告示第１の７、第２の７、第３の１０又は第４の１０の栄養士配

置加算のうち、栄養士配置加算 の算定に当たっては、常勤の管理栄（Ⅰ）

養士又は栄養士を、栄養士配置加算 の算定に当たっては、常勤又は（Ⅱ）

非常勤の管理栄養士又は栄養士が指定知的障害児施設等に配置されてい

ること（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件

の整備等に関する法律（昭和60年法律第88号）の規定による労働者派遣

事業により派遣された派遣労働者を含む ）が必要であること。。

なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士等が配置されている場合に

は、この加算を算定できないこと。

25．栄養マネジメント加算の取扱いについて

栄養マネジメント加算は、栄養健康状態の維持や食生活の向上を図（一）

るため、個別の障害児の栄養、健康状態に着目した栄養ケア・マネジ

メントの実施（以下「栄養ケア・マネジメント」という ）を評価して。

いるところである。

栄養ケア・マネジメントとは、障害児ごとに行われる個別支援計画（二）

の一環として行われることに留意すること。

また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわら

ず、原則として障害児全員に対して実施すべきものであること。

施設に常勤の管理栄養士（平成24年3月31日までの間に限り、栄養（三）

管理業務に関し5年以上の実務経験を有する栄養士を含む ）を１名以。

上配置して行うものであること。

、 、なお 調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されている場合は

当該加算を算定できないこと。

常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の障害福祉サービスの栄養（四）

ケア・マネジメントを行う場合は、当該管理栄養士が所属する施設の

み算定できること。
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栄養ケア・マネジメントについては、以下のアからキまでに掲げる（五）

とおり、実施すること。

ア 障害児ごとの低栄養状態のリスクを 施設入所時に把握すること 以、 （

下「栄養スクリーニング」という 。。）

イ 栄養スクリーニングを踏まえ、障害児ごとの解決すべき課題を把握

すること（以下「栄養アセスメント」という 。。）

、 、 、 、ウ 栄養アセスメントを踏まえ 施設長の管理の下 医師 管理栄養士

看護職員、サービス管理責任者その他の職種の者が共同して、障害児

ごとに、栄養補給に関する事項（栄養補給畳、補給方法等 、栄養食）

事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等 、解決すべき事項）

に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計

画を作成すること。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケ

ア・マネジメントの対象となる障害児の家族に説明し、その同意を得

ること。なお、指定知的障害児施設等においては、栄養ケア計画に相

当する内容を個別支援計画の中に記載する場合は、その記載をもって

栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること

エ 栄養ケア計画に基づき、障害児ごとに栄養ケア・マネジメントを実

施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更

、 ）の必要性 関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等

があれば直ちに当該計画を修正すること。

オ 障害児ごとの栄養状態に応じて、定期的に、障害児の生活機能の状

況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、栄養スク

リーニング時に把握した障害児ごとの低栄養状態のリスクのレベルに

応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、障害児ごとの栄養ケア

計画に記載すること。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、低

栄養状態のリスクの高い障害児及び栄養補給方法の変更の必要性があ

る障害児（経管栄養法から経口栄養法への変更等）については、概ね

二週間ごと、低栄養状態のリスクが低い障害児については、概ね三月

ごとに行うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い障害児も含め、少
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なくとも月一回、体重を測定するなど、障害児の栄養状態の把握を行

うこと。

カ 障害児ごとに、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスクについ

、 、 。て 栄養スクリーニングを実施し 栄養ケア計画の見直しを行うこと

キ 児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成18年厚生省令第178号）第18条に規定するサービス

の提供の記録において障害児ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が

障害児の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養

マネジメント加算の算定のために障害児の栄養状態を定期的に記録す

る必要はないものとすること。

栄養ケア計画を作成し、障害児の家族に説明し、その同意を得られた（六）

日から栄養マネジメント加算は算定を開始するものとすること。

欠席時対応加算の取扱い26．

報酬告示第２の８、第３の１２又は第４の１２の欠席時対応加算につい

ては、以下のとおり取扱うこととする。

加算の算定に当たっては、急病等によりその利用を中止した日の前（一）

々日、前日又は当日に中止の連絡があった場合について算定可能とす

る。

「障害児又はその当該障害児の家族等との連絡調整その他の相談援（二）

助を行う」とは、電話等により連絡を取って当該障害児の状況を確認

し、引き続き当該指定知的障害児施設等の利用を促すなどの相談援助

を行うとともに、当該相談援助の内容を記録することであり、直後の

面会や自宅への訪問等を要しない。

．人工内耳装用児支援加算の取扱いについて27

報酬告示第３の１の注１１の人工内耳装用児支援加算については、指

定難聴幼児通園施設において人工内耳を装用している障害児に対して、

指定施設支援を行った場合に加算するものであること


